
 

 

令和７年８月１９日 

 

バルサアカデミー葛飾校に関する第三者調査委員による調査について 

 

                              総務課 

 

１ 概要 

  令和７年第１回区議会定例会における決議を受けて、総務部を中心に調査を行い、

６月６日に開催された区議会議員協議会において報告を行った。 

  同協議会における協議を踏まえ、本区として第三者調査委員による調査を行うこ

とを決定したため、その調査の方向性、進捗について報告するもの 

 

２ 経過 

 ⑴ ６月６日に開催された区議会議員協議会において報告した調査事項は、以下の

４点である。 

ア バルサアカデミー葛飾校実施に至る経緯 

イ 一般財団法人キッズチャレンジ未来（以下「キッズ未来」という）の運営に

ついて 

ウ キッズ未来から株式会社Ａｍａｚｉｎｇ Ｓｐｏｒｔｓ Ｌａｂ Ｊａｐａ

ｎ（以下「アメージング社」という）への事業譲渡と両者間の関係について 

エ 第二管理棟（トレーラーハウス）の賃貸借契約等について 

⑵ 同協議会における協議を踏まえ、６月９日、本区として第三者調査委員による

調査を行うことを決定した。 

⑶ 公平中立性を担保するために、弁護士会に第三者調査委員の推薦を依頼するこ

ととした。東京三弁護士会では、地方公共団体の第三者委員については、三弁護

士会宛てにそれぞれ推薦依頼状を送付する方法で委員の推薦を行うとのことであ

った。 

⑷ 推薦人員、業務内容、委託料等について検討を行った上で、６月20日付けで、

東京三弁護士会宛てにそれぞれ推薦依頼状（別紙のとおり）を発送した。 
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 ⑸ 推薦依頼状の回答期限は、「本依頼文の到達からおおむね１か月」とした。こ

れは、弁護士会から「回答期限については、会内手続の関係上、期限までひと月

以上の余裕をもってご依頼を頂戴できれば幸甚です」との案内を受けたからであ

る。 

 ⑹ ７月31日付けで第二東京弁護士会から３名の弁護士の推薦に係る通知があった。 

 ⑺ ８月１日に推薦者３名のうちの２名に、同月４日に残りの１名に対し、委託業

務内容のご説明等を行い、同月下旬までに受託していただけるか否かの回答をい

ただくこととなった。 

 

３ 日弁連ガイドライン等について 

 ⑴ 日弁連では、2010年に「企業等不祥事における第三者委員会ガイドライン」

（以下「ガイドライン」という）、2021年に「地方公共団体における第三者調査

委員会調査等指針」（以下「指針」という）を公表している。前者は、会社等を

含む各組織に共通する一般的な内容である。後者は、地方自治体の第三者委員調

査に特化した内容となっている。 

 ⑵ 指針には、第三者調査について、①地方自治法第138条の４第３項及び第202条

の３第１項の附属機関として第三者調査委員会を設置する場合、②地方公共団体

外部の弁護士等に対し対象事案の調査を委託する場合の二種を挙げている。 

本件調査においては、迅速性を確保する観点から、②（委託方式）を採用する。 

 ⑶ 第三者調査委員にて報告書を作成して、区長に提出する。ガイドラインには、

「第三者委員会は、調査報告書提出前に、その全部又は一部を企業等に開示しな

い」と記載されている。また、指針には、「報告書案の作成等を含めて事務局が

報告書の内容に実質上の関与をするものであってはならない」「（第三者委員は）

報告書の作成に先立ち、又は作成中において、設置者（区）との間で報告書の実

質上の内容に関して協議してはならない」と記載されている。 

⑷ 報告書の公表については、「第三者調査委員会は、必要と認めるときは、調査

にあたって報告書を提出すべき者と定められた者と協議したうえで、自ら調査の

結果を公表することができる」との記載はあるが（指針）、議会への報告につい

てはガイドライン、指針については何ら記載はないので、この点については第三
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者委員と事前に協議する。 

 

４ 予算措置 

  推薦委員への委託料（見込額） 6,750千円 

  ※令和７年度予算の予備費により対応する予定 

 

５ 今後の予定 

令和７年８月        調査委託契約締結 

９月～10月 調査の進捗状況を区議会へ報告（第三者調査委員との協議） 

令和８年３月       調査報告書完成 
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